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法 4 条 5 項）。同計画に即して観光圏整備事業実施計画の作成がなされること
が求められる（同法 7 条 1 項）。また，事業実施者は観光圏整備計画の事業の
実施を求められ（同法 7 条 1 項），未実施の場合には行政庁から実施の要請，
勧告がなされ，勧告に従わないときはその旨の公表がなされうる（同法 16
条）。さらに，観光圏整備計画に定められる滞在促進地区については，規制





される（同法 5 条 2 項）とともに，整備計画の作成において住民等の意見を反



















































ればならず（同法 8 条の 7 第 1 項），また準特定地域では，準特定地域計画に従








能であり（同法 8 条の 3 第 3 項，10 条 2 項），さらに，特定地域に係る認可協議
会による申出によって国交大臣が供給輸送力の削減の勧告をすることも認め



















































し許可などの特例が認められている（同法 19 条の 8–19 条の 11）。また，協議会
の作成する都市再生安全確保計画においては，建築主事の同意による建築確





























































































































う。但し，自然再生推進法 8 条 1 項が，「地域住民，特定非営利活動法人，
自然環境に関し専門的知識を有する者」とし，幅広い関係者を構成員としう





































































































7・9 民集 56 巻 6 号 1134 頁）との関係で問題となるであろう68）。
次に，協議会からの離脱という事態も想定される。協議会からの離脱は基
本的に自由であるが，それにより他の構成員に損害が生じた場合には損害賠
償請求の対象となる。横浜地判平 23・12・8判時 2156 号 91 頁では，行政間の
協議会における離脱が訴訟にまで発展した。この事案では， 1998 年 7 月に横
須賀三浦ブロックごみ処理広域化協議会が設立され，4 市 1 町によるごみ処
144
理が目指されたが，後に広域処理の方法の違いから 2市 1町と 2市との 2グ
ループに分かれた。2 市 1 町の横須賀市・三浦市・葉山町は広域処理を進め
るため，2006 年 2 月に横須賀・三浦・葉山地域循環型社会形成推進協議会
を設立し， 2007 年 3 月に基本計画が策定された。ところが， 葉山町は町長の
交代に伴い方針転換し，横須賀市・三浦市と実質的な協議を行うことなく，
2008 年 5 月に一方的に離脱を表明し，結果として協議会が解散された69）。
そこで横須賀市及び三浦市が，葉山町を相手取って損害賠償請求をしたもの
である。
同判決は，遅くとも基本計画案が策定された 2007 年 3 月には，「2 市 1 町
によって一部事務組合の形によるごみの広域処理を行う旨の法的拘束力のあ
る合意が成立していた」とし，それに先立つ 2006 年 2 月（協議会の設立）の




































法令 1793 号（2007 年）10 頁。






に関する法律」時の法令 1795 号〔2007 年〕43–44 頁）。このように具体的な利害調
整が行われる場合には，協議の場を正規化するために法定化されることもあろう。
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成された基準は民間の基準と考えられる。石油コンビナート等災害防止法 22 条 1








ために合意が求められているのであろう（都市再生特別措置法 19 条の 2 第 3 項な
ど）。全員合意の計画作成という仕組みは，協議会に関わらない場合においても見ら
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